
 

令和８年度事業計画 

 

 

第１ 民営職業紹介事業を取り巻く環境 

 令和７年（2025 年）は国民の５人に１人が後期高齢者(75歳以上)という超高

齢化社会を迎えています。一方、このように生産年齢人口(15歳～64歳)が減少

する中で労働力人口は初めて 7,000 万人を超えましたが、高齢者や短時間労働

の女性が増加したことにより平均労働時間が減少し、社会全体の労働力の供給

力が不足する状況が続いています。 

 そういった中で、令和８年には在職老齢年金の支給停止調整額の引上げが予

定されており、労働力供給力が増加することが予想されます。また、令和９年４

月からは育成就労制度が運用開始となり、外国人材の活用が活発化してくるこ

とが予想されています。また、令和６年の転職者数は 331 万人と３年連続増加

しており、転職希望者数は 1000万人を超える状況となっています。 

このような状況下では人手不足を背景とした求職者確保が困難な状況が続く

と考えますが、職業紹介事業者としては大きなビジネスチャンスであるとも思

われます。 

一方、このような人手不足の中で空き時間に様々な仕事を担う働き方として、

スポットワークが急成長しています。それらの事業者は、デジタル技術を活用し

て登録者を伸ばしております。従来の職業紹介事業においても、とりわけ求職者

の確保のためには、業態に応じたＡＩを含めたデジタル技術の利活用工夫がま

すます重要になっていくものと思われます。 

 

第２ 民営職業紹介事業の健全な発展・向上に努力（基本方針） 

 上記の環境の中、公益社団法人全国民営職業紹介事業協会（以下「民紹協」と

いう。）は、全職種を対象とした職業紹介事業者団体として、役職員一丸となっ

て、会員、協力団体、民営職業紹介事業者の発展・向上に努めます。 

このため、職業安定機関をはじめ協力団体等と密接な連携を図りながら、会員、

職業紹介事業者等のニーズや課題を的確に把握し、それらを踏まえた事業を展

開することにより、民営職業紹介事業者の健全な発展・業務運営の改善向上に努

めます。 

 

第３ 民営職業紹介高度・健全化推進事業（公益目的事業） 

 ―民営職業紹介事業の運営の改善向上等を図るための事業を行うことにより、

その健全な発展を図り、もって労働力の需要供給の適正な調整及び労働者

の雇用の安定その他福祉の増進に寄与する事業― 

 

 



 

１ 職業紹介事業者の適正化推進事業の推進 

国内での人手不足が深刻になる中、紹介手数料額や採用後の早期離職などが

課題となっています。 

このため、昨年度に引き続き厚生労働省から「職業紹介事業者の適正化推進事

業」を受託し、法令遵守に関する自主点検リストを配付し、特に職業紹介事業の

質の底上げを図る観点から従事者教育等の充実を促す自主点検リストの作成を

通じて、職業紹介事業者の自己点検を促すとともに、その点検結果を踏まえた相

談に対するコンサルティングを行うことで、業界全体のコンプライアンスの向

上を図ります。 

また、令和７年度からの職業安定法施行規則の改正に伴う手数料実績の開示

を中心に、人材サービス総合サイトの掲載に係る事業者への相談等の支援を実

施します。 

 

２ 職業紹介士（民紹協認定）資格認定事業の実施 

職業紹介の専門家にふさわしい知識とスキルを有する者を職業紹介士（民紹

協認定）（以下「職業紹介士」という。）として認定することにより、業界全体の

レベルアップと社会的評価の向上を図るため、引き続き職業紹介士資格認定事

業を実施します。受験者は、３か月間の通信教育及び３日間の集合教育を受け、

それぞれの試験に合格した者を職業紹介士に認定します。 

 

３ 職業紹介責任者講習の開催 

昨年度は、年間 130回（うちオンライン開催 65回）開催しましたが、講習実

施機関間の競争激化等により、受講者数は 5,031名（令和８年２月末現在）とな

り、前年同期より 3.0％減となりました。 

このため、今年度は、近年のオンラインでの受講ニーズに対応してオンライン

での講習の比率を増やす(全体の 70％程度)とともに、昨年度よりも開催回数を

５回増やして 135 回実施することとし、受講者の確保を図ります。 

 

４ 職業紹介事業者ブロック交流会の開催 

昨年度は東日本ブロックと西日本ブロックに分けてオンラインでブロック交

流会を開催しましたが、今年度は関東ブロックと近畿ブロックに加えて東北ブ

ロック(宮城)でも対面方式で開催する予定としています。 

 

５ 職業紹介事業実践セミナー等の開催 

昨年度は、基本編を計９回、応用編を 11回開催しました。今年度は、近年の

受講ニーズに対応するため、セミナーの見直し及び再編を実施し、基本編を６回

程度、応用編は８回程度、よりタイムリーなニーズに対応するための外部講師を

活用したセミナーを３回程度開催する予定としています。 



 

このセミナーでは、職業紹介責任者講習での内容をさらに深めた、より実践的

なセミナーを実施します。 

 

６ 職業紹介事業者等に対する相談・支援等の実施 

職業紹介事業者、求人者、求職者等からの職業紹介事業制度や運営等に関する

質問・相談に対して、豊富な専門知識と経験を有する職業紹介事業アドバイザー

が無料で助言、支援等を行います。主な相談内容は相談事例として取りまとめ、

機関誌「ひと」や各種講習会等で紹介し、職業紹介事業者等の適正な事業運営を

支援します。 

また、個別の職業紹介事業者及び団体等から要請があった場合には、講師派遣

やオンラインによるオーダーメイド型のセミナーを実施します。 

昨年度より開催している、外国人材の職業紹介を安定的に行っている事業者

等が情報交換を行う場として、「外国人材紹介フォーラム」を継続して開催して

いきます。 

 

７ 職業紹介事業に関する情報提供等 

民紹協ホームページやメールマガジン等を通じて、最新の業界情報や行政施

策・統計等の情報をいち早く提供します。また、ホームページの刷新を機に、ス

マートフォン経由の受講申込みの増加を図ります。引き続きＳＮＳを利用した

迅速な情報発信に努めます。 

 

８ 「人材サービス総合サイト」への情報提供等事務代行・支援の実施 

インターネット環境の整っていない職業紹介事業者に対する事務代行・支援

について、職業紹介事業者等に引き続き周知を図りつつ、申込みのあった事業者

について的確な代行・支援を行います。 

 

第４ その他の事業 

 

１ 民紹協会員への加入促進 

 民営職業紹介事業所の数は近年増加傾向にありますが、それが会員の増加に

つながっていない状況にあります。 

民営職業紹介事業の健全な発展のためには、職業安定機関及び協力団体と連

携して公益事業を行っている民紹協の運営趣旨に賛同いただける会員の存在が

重要です。近年、廃業等による退会が増加している中、今年度より会費の値上げ

をお願いしているところですが、なお一層の会員への加入促進を図っていく必

要があると考えており、引き続き新規許可事業者、民紹協主催の講習、イベント

参加者のうち非会員事業者などを重点に、積極的に入会の働きかけを実施しま

す。 



 

なお、令和８年２月末の会員数は 1,158 事業所と前年同期比で△7.9％の減少

となっています。 

 

２ 会員向け表彰事業の実施 

民営職業紹介事業の運営に関して模範となる事業者を対象とする叙勲・褒章、

優良民営職業紹介事業功労者、職業紹介責任者及び求職者を対象とする厚生労

働大臣表彰、職業安定局長表彰、民紹協会長表彰の各表彰事業の事務を昨年度に

引き続き実施します。 

 

３ 機関誌「ひと」の刊行 

 機関誌「ひと」を協力団体、会員等の協力を得ながら、季刊誌として年４回発

行します。また、民紹協ホームページでその最新号及びバックナンバーを提供し

ます。 

 

４ 会員事業者向け情報提供の強化 

 会員事業者のうちインターネット環境を保有している事業者の民紹協事務局

へのメールアドレス登録を促進します。その上で、メールアドレス登録会員に対

しては、職業紹介事業の運営に重要な情報を迅速に配信します。 

 

５ 民紹協ホームページのうち会員専用ページの充実 

 民紹協ホームページのうち会員専用ページの情報内容について、「職業紹介事

業Ｑ＆Ａ」や「各種様式例集」のさらなる充実を図ります。 

 

６ 協力団体との連携 

協力団体との意思疎通、情報共有に努め連携を図ります。 

また、引き続き職業紹介事業者団体事務局長会議を開催し、業界に係る意見交

換、行政機関への要望等の取りまとめを行います。 

 

７ 新春講演会の開催 

関係行政機関、会員、協力団体、事業者間等の交流を目的として、東京、大阪

において新春講演会・賀詞交歓会を開催します。 

 

８ 行政機関に対する意見・要望の提出 

 協力団体、直接会員ネットワーク及び事業者の意見を取りまとめ、厚生労働省

等行政機関に対し、意見・要望を提出します。 

 

９ 人材ビジネス団体との交流の推進 

人材ビジネス団体との定期的な情報交換会議の開催をはじめ、適宜、連絡を取



 

り、交流を進めます。 

 

10 直接会員ネットワークの運営 

 民紹協の直接会員が過半数を占める中、直接会員の実情や意見等を民紹協の

運営に反映するため、直接会員ネットワークの会合を開催し、情報交換を行いま

した。 

今年度においても定期的に直接会員ネットワークを開催し、業況や課題、意見、

要望等を情報交換し、民紹協の運営に資することとします。 

 

11 分野別勉強会の開催 

 昨年度実施した直接会員に対する当協会の事業に対するニーズ調査に基づき、

直接会員等の意見交換の場として、分野別の勉強会を定期的に開催していくこ

ととします。  

 

12 名刺交換会の開催 

 会員を対象に対面（リアル）での「名刺交換会」を２回程度開催します。 

 

13 財政の健全化 

 令和３年４月に取りまとめた「民紹協の財政健全化に向けての検討会」の報告

書の提言を尊重しながら、引き続き職業紹介責任者講習の受講者の拡大、実践セ

ミナーの充実、経費の削減、事業の効率化等を図り、黒字化の実現を目指して積

極的に取り組みます。 

 なお、固定費の削減の観点から家賃の低廉な物件への引越しを具体的に検討

していく予定です。(令和 10年度当初移転予定) 

 


